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■ 政策立案に貢献する「日立東大ラボ」の活動

山田：故・中西宏明 元日立製作所会長と五神真 前東京大学
総長の熱い思いにより2016年に設立された日立東大ラボ
は、今年ですでに6年目を迎えました。活動の一環として取り
組んできた、「Society5.0を支えるエネルギーシステムの実現
に向けた提言」も、2022年3月には第4版を発表するなど、
いくつもの成果を生み出しています。その過程で大橋先生と
もさまざまに議論をさせていただきました。

大橋：もう6年になるのですね。2016年というのは、電力小売
の自由化が全面的に始まった年であり、日立東大ラボは、電力
システム改革のうねりのなかの象徴的な時期からスタートした
と言えます。

山田：おっしゃるように、日立東大ラボの設立当初は、電力

ビジョン策定、政策提言から社会を変える

カーボンニュートラルの
実現に向けて

カーボンニュートラル社会の実現に向け、さまざまな取り組みが行われています。しかし、その実現には多くの
課題が山積しており、さまざまなイノベーションが不可欠です。新たにスタートする「キーパーソンに聞く」では、
日立製作所でエネルギー分野での政策提言、新事業創成に従事する山田竜也が、カーボンニュートラル社会の
構築に向けてクリアすべき課題について、現状をどう捉え、解決に向けた動きをどのように進めているのか、
専門家や現場のプレーヤーにお話を伺っていきます。
第１回目は、政府が推進するクリーンエネルギー戦略をはじめ、エネルギー問題に関してさまざまな政策立案
に取り組まれている東京大学の大橋弘副学長に、産学連携の重要性とデジタル技術の活用の必要性について
お話しいただきました。
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第 1 回対談

の自由化や人口減に伴う産業構造の変化を背景に、今後、
どのような技術開発を行なっていくべきなのか、またいかに
して電力インフラの強靱化のための投資を促していくのか
について、電力業界を対象にビジョン形成を行ってきました。
その後、研究を進めるなかで、電力だけでなく、熱やガスも
含めたエネルギー全体を見ていく必要があるとして、現在で
はサプライヤーにとどまらず、需要サイド、すなわち企業や
一般家庭、さらには地域を含めたエネルギーシステム改革へ
と視野を広げています。
そうしたなか、2020年に日本政府が、2050年までに温室
効果ガスの排出を全体としてゼロにするカーボンニュートラル
を宣言し、いまやすべてのステークホルダーを巻き込んだ取り
組みが必須となっています。さらに昨今のウクライナ情勢に
伴うエネルギー価格の高騰や電力需給の逼迫など、新たな
課題も出てきました。そうしたことから、現在、とくにエネル
ギー安全保障や経済性に考慮したエネルギーシステムの将来
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日立東大ラボ主催のフォーラムでの議論風景
（写真左：故・中西元会長、右から 2 番目：現 東京大学 大橋弘副学長）

*1 高圧直流送電システム
HVDC（High Voltage Direct Current：高圧直流送電）は、送電を
高電圧の「直流」で行うシステム。送電ロスが少なく、長距離でも
大量に送電できるうえ、周波数が異なる系統の連系にも適している。
また、大規模な再生可能エネルギーの系統連系や大需要地への長距離
送電など、再生可能エネルギーの主力電源化を支援し、脱炭素社会を
実現するためのソリューションとしても注目されている。

*2 レベニューキャップ制度
一般送配電事業者における「コストの効率化」と、送配電網の強靱化
などの「必要な投資促進」の両立を図る目的で、2023 年 4 月から導入
が予定されている託送料金の新制度。事業者が提出する事業計画など
を審査したうえで、一定期間ごとに国が一般送配電事業者に対して収入
上限（レベニューキャップ）を設定し、事業者はその範囲内で柔軟に
託送料金を設定できるというもの。すなわち、コストダウンの成果を
事業者の利益にすることを認めることで、事業者にインセンティブを
与える制度であり、再エネの主力電源化に資する取り組みと言える。

像を描く必要に迫られています。

大橋：2012年にFIT（固定価格買取制度）がスタートし、
再生可能エネルギー（以下、再エネ）が増えていく中で、当初
は、たとえば送電線網への投資を促すためのインセンティブ
などについて議論をしてきました。そうした取り組みが、
北海道や東北でつくられる再エネを、消費地である首都圏
へ送るための高圧直流送電システム*1構想や、さらには託送
料金改革としてのレベニューキャップ制度*2などへと結実して
きたと言えます。つまり、日立東大ラボでの議論が、政策に
反映され、すでに社会に実装されつつあるわけですね。

山田：技術と投資の両面にアプローチし、政策立案を促し
てきたというのは、日立東大ラボの大きな成果だと感じてい
ます。

大橋：おっしゃる通りですね。もっとも、投資面、経済面に
ついてはまだまだ課題を積み残しています。現に、電力の
自由化後、発電設備への投資が控えられてきた結果、休廃
止される発電設備が増え、現在の需給逼迫を招いています。
また、脱炭素化の世界的流れを受けた石化資源の上流投資の
減少や、ウクライナ情勢による脱ロシア化の影響で、燃料の
価格が高騰していて、この局面をどう乗り越えるかが喫緊の
課題です。当然、供給側だけでなく、需要側でも節電を含めた
対策を強化していく必要がある。こうしたさまざまな課題に
対して、日立東大ラボでは複数のワーキンググループをつくり
議論を重ねています。
このように、このラボが取り組んできたのは時代の半歩先に
ある課題であり、現実に即した議論をしてきたからこそ政策

立案に結びつき、いまや各界から一目置かれる存在になって
いるのだろうと感じています。
山田：大橋先生ご自身は、アカデミアのお立場から日立東大
ラボの取り組みをどのように評価されていますか。
大橋：日立が本学のさまざまな分野の研究者をつなぎ、ある
意味で、異分野連携、文理協働による「総合知を育む場」を
提供する役割を担っていると思います。また、日立の持つ学外
の幅広いネットワークを通じて、各種データをはじめ、多様
な研究のリソースを提供してくれています。
日立東大ラボが、一企業の利益というよりも、大所高所から
日本の電力システムを考えるという、公益的な観点で取り
組んできた点も評価しています。だからこそ、われわれ研究
者も中立的な立場で参画できるし、ここでの活動が、信頼の
置けるものとして周囲から認識されているのだろうと思って
います。

■ カーボンニュートラルの実現には大きな飛躍が必要

山田：2050年カーボンニュートラルを標榜する日本ですが、
現状はどのような状況にあるとお考えでしょうか。

日立東大ラボ
2016 年、東京大学と日立製作所は、日本政府が提唱する「超スマート
社会：Society 5.0」の構想・実現のために「産学協創」の新たなスキーム
を構築し、「日立東大ラボ」を設置。
同ラボでは、従来の課題解決型産学連携から発想を転換し、ビジョンを
創生・発信し、実現に向けた課題解決に取り組むという新しい形の研究
開発を推進している。
また、共同研究の内容や成果は、オープンフォーラムなどを活用すること
で、社会へ積極的に情報発信している。

東京大学経済学部卒業。2000 年
米国ノースウエスタン大学卒業（経
済学 PhD 取得）。
カナダ・ブリティッシュ・コロンビ
ア大学経営商学部助教授、東京大
学大学院経済学研究科准教授を経
て、2022 年より現 職。専門は、
産業組織論・競争政策。
総合資源エネルギー調査会、電力・
ガス取引監視等委員会等の各種委
員会委員を歴任。宮澤健一賞（公
正取引協会）、円城寺次郎賞（日
本経済研究センター）等受賞。

大橋 弘
東京大学副学長、公共政策大学院 /
大学院経済学研究科・教授
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大橋：カーボンニュートラルというのは、2050年に温室効果
ガスの排出量と吸収量を差し引きゼロにするという考え方
ですが、実現までにはいくつかのステップを踏む必要があり
ます。
その一つが、日本政府が発表している、2030年までに
温室効果ガスを2013年度比で46％削減するという「NDC
（Nationally Determined Contribution＝国が決定する
貢献）」です。この目標を達成するには、イノベーションを含む
かなりの飛躍を覚悟しなければなりません。まずはCO2を多く
排出する非効率な石炭火力の廃止に始まり、CO2排出防止
対策が講じられていない火力発電所を退出させながら、発電・
供給時にCO2を排出しない脱炭素電源への投資を拡大する
ことが必要です。アンモニアや水素を液化天然ガス（LNG）
に混焼させるなどしながら、再エネも含めた電源種の多様性
を確保しつつ、最終的に脱炭素電源へと移行させる道筋を
つけることが求められます。こうした道筋は、経済性やイノ
ベーションの速度、CBAM（Carbon Border Adjustment 
Mechanism＝炭素国境調整メカニズム）などといった国
際的な制度面での議論など、さまざまな要因で取り組みの
ペースや最適な道筋を検討する必要があります。
当然のことながら、不確定要素もあります。日本は一次エネ
ルギーの約88%を輸入で賄っていることから、（図1）今回の
ウクライナ情勢のような世界の資源調達や市況の動き、為替
の影響を大きく受けます。すでにロシアからの石油・石炭の
調達が難しくなっています。そうしたことから、今後は、海外
のエネルギーに依存しない、国産の燃料を使った発電を増
やしていかなければなりません。その解決策の一つとして、
やはり原子力の活用も視野に入れていく必要があるでしょ
う。そのためには、原子力の安全性をしっかり確保したうえ
で、万一に備えた避難計画も含め、地域の理解と協力を得な
がら進めていくことが求められています。

（図 1）【主要国の一次エネルギー自給率比較 (2019 年 )】
引用：経済産業省「日本のエネルギー 2021年度版 『エネルギーの今を知る10 の質問』」
出典 : IEA「World Energy Balances 2020」の 2019 年推計値、日本のみ資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」の2019 年度確報値。
※表内の順位は OECD36 カ国中の順位

山田：大橋先生がおっしゃるように、2050年カーボン
ニュートラルに向けた取り組みというのは、現状からリニア
に一気に進んでいくわけではなくて、産業構造や生産プロセス、
消費者マインドも含めた大改革が不可欠であり、そのトラン
ジションに向けて何をしていくべきなのか、皆が自分ごとと
して捉えて議論をしていかなければなりませんね。われわれ
企業サイドも、2050年を起点にしたバックキャストの考え
方で、移行過程に応じた技術開発を先読みしながら進めて
いく必要があると考えています。
その一つの方法論として日立東大ラボが採用してきたのが、
「シナリオ」の考え方です。長期で物事を考えていくとき
に、予測できない変動があることを折り込みながら、複数の
シナリオを設定し、それを踏まえて先行的に技術開発を行
なっていく。つまり、現時点での状況から判断して、一つの
技術だけに注力したり、逆に技術開発を辞めてしまったりと
いうことではなく、複数のシナリオを想定して必要な技術を
面的に用意しておくわけですね。

大橋：足元の技術をただ積み上げただけでは、おそらく
2050年カーボンニュートラルというのは達成できませんか

1987 年北陸電力株式会社に入社。
1998 年財団法人日本エネルギー経
済研究所出向を経て、2002 年株式
会社日立製作所に入社。エネルギー
関連ビジネスの事業戦略策定業務に
従事。
2014 年戦略企画本部経営企画室
部長、2016 年エネルギーソリュー
ションビジネスユニット戦略企画本
部長、2019 年次世代エネルギー協
創事業統括本部戦略企画本部長、
2020 年より現職。

山田 竜也
（株）日立製作所・エネルギー業務統括
本部・経営戦略本部 / 担当本部長
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らね。Out-of-the-box、つまり既存の枠にとらわれない視点
を皆が持たなければならないわけで、そのための手法として
バックキャスティングやシナリオ分析を採用したということ
です。
 

■ 想像力を働かせて、未来からいまを描く

山田：提言書（第4版）の中では、カーボンニュートラルを
達成した姿として、原子力を含めた多様なエネルギーを活用
するケースと再エネ100％のケースと二つのシナリオを提示
しました。もっとも、提言書の作成の過程では他にも複数の
シナリオを検討してきましたし、その後のウクライナ情勢で
すでに状況が大きく変わってきています。そうしたことから、
今後は情勢変化を踏まえて、新たにシナリオを描き変えて
いく必要がありますね。

大橋：シナリオの役割というのは、カーボンニュートラルの
実現が現在の延長線上にあるのではなく、非連続なジャンプ
が必要であるという認識の醸成にあると思っています。つまり、
皆さんのマインドを変えることに意味がある。実際に、マインド
セット自体が変わってきたからこそ、46％減などという、飛躍
的な数字が政府から出てきたとも言えます。

山田：おっしゃるように、政府も含めてマインドが変わってき
ていると実感しています。ただ単に現状から積み上げると、
2030年に46％減という数字を実現することは難しいですから
ね。カーボンニュートラルという困難な目標を達成するために
は、ターゲットをしっかり設定し、そこからバックキャストで何
をすべきかと考えることが非常に重要だと思います。

大橋：しかも、日本だけが脱炭素を実現するというのでは
なく、自国と世界との関わりの中で考えていかなければなり
ません。まずは近隣のアジアの国々と連携して、アジア全体
としてカーボンニュートラルを実現できるような枠組みを
つくっていく必要があります。その中で、脱炭素に向けた先端
技術を提供していくなどして、バリューチェーンの構築に貢献
していくことも、日本の重要な役割と言えるでしょう。
もう一つ考慮しておかなければならないのが、カーボン
ニュートラルの実現に際し、国民の痛みを伴う可能性がある、
という点です。すでに電気料金が上がってきているように、
エネルギーミックスのあり方次第では、今後さらなる電気
料金の値上げもあり得ます。また、再エネを増やす際に、エネ
ルギーの安定供給をいかに確保するのか、というのも重要な
観点です。
予期しない形で異常気象が頻発するなか、今夏も適切に冷房
を使わなければ、熱中症になる可能性が高くなっています。
また在宅医療・介護が進み、自宅で医療機器を装着して療養

されている方も多くいらっしゃいます。停電はいまや人命に
関わる問題となっているのです。火力発電をすべて止めた
結果、電気が足りなくなったので停電します、というわけに
はいかないんですね。将来世代へ地球環境を引き継いでいく
ことは非常に重要なことですが、一方で、現世代にどこまで
の負担を強いるのか、バランスを見ながら進めていく必要が
あります。すでに、今春に引き続き、今夏も今冬も電力需給
が逼迫する見通しですが、いつまでも綱渡りの状態を続けて
いくわけにはいかないでしょう。
カーボンニュートラルへの過程でどういう世界が待ち受けて
いるのか、その過程で国民にどれくらいの我慢や負担を強いる
ことになるのか、そうした過程を経たうえで最終的にめざす
世界はどのようなものなのか、私たちは十分な想像力を働かせ
ながら、あるべき未来を思い描いていく必要があるのです。
そのためにはわれわれも、単にシナリオを示すだけでなく、
明確なビジョンのもとで、人々のマインド、考え方を変えていく
ような取り組みを強化していくことが重要だと思っています。

■ データに基づくエビデンスベースでの政策立案が
必要

山田：先ほど、カーボンニュートラルの実現には、非連続的な
飛躍が必要であり、そのためには一人ひとりがマインドを変
えて、行動を変容させていくことが重要だというお話があり
ました。その際に、何がカギを握っていると思われますか？

大橋：まず前提として、カーボンニュートラルというのは、次
の世代に向けて現世代であるわれわれが負っている義務で
ある、という共通の認識を皆が持つことだと思います。
しかしながら、現在のように消費者がさまざまな商品を自由
に選べる時代にあって、未来を想像しながらいまの行動を
変えていくというのは容易ではありません。そもそも、カーボン
ニュートラルのために、どういった行動を起こすべきなのか、
現状はわからないですよね？　商品を買うときに、この商品
をつくって、店舗や自宅に届くまでにどれくらいCO2を排出
しているのかということもわからない。まずは、自分の行動
がどれほどのCO2を排出しているのか、あるいは自分が行動
を変えることで、どれだけのCO2の削減に貢献するのかが
わかるしくみを整える必要があるでしょう。こうしたCO2の
見える化やトラッキングのしくみには、デジタル化の導入が
きわめて有効であり、この点でカーボンニュートラルを進める
際に、DX（デジタルトランスフォーメーション）が必要だという
議論につながるものと思います。(図2)
一方で、エネルギーの安定供給も確保しなければなりません。
カーボンニュートラルを進めながらも、安定供給を確保し、
経済性を確保しながら、国として雇用を守り、さらなる経済
成長に導いていくという道筋を探していく必要があります。
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データをもとに統合して管理・制御する「協調・制御プラット
フォーム」 (図3)の存在です。これにより、発電地と消費地
が異なるという空間的なギャップや、消費される時間帯と発電
の時間帯が異なるという時間的なギャップなど、再エネが
抱える問題を解消できると考えています。
とくにプラットフォームが有効に働くのは、数が多いところ、
つまり需要サイドです。たとえば、各家庭で設置されている
太陽光パネルや蓄電池などの情報をすべてプラットフォーム
に載せて、最適にオペレーションしていくというイメージです。
すでに日立では、全国9つのエリアの最適化に寄与する需給
調整システムのサービスを電力事業者向けに提供しています
が、これをより細かく、需要家サイドに落とし込んでいくことが
できれば、再エネの普及にもいっそう貢献できると思います。
そうなれば、電力需給が逼迫しているから節電要請で乗り
切る、といった従来の対応とはちがう姿も描けるでしょう。

大橋：そのためには、プラットフォームを活用しながら、分散
する電源や需要家の需給管理を行うアグリゲート・ビジネス
もしっかり育てていく必要がありますね。プラットフォーム
のための技術や新しいビジネスモデルの確立など、まだまだ
深掘りする余地はあります。同時に、ウクライナ情勢に代表
されるように、刻々と移り変わる需給環境や電源調達の現実
に対してアジャイルに対応していくということも、今後ますます
求められていくでしょう。
プラットフォームとともに私が期待しているのが、デジタル
化によるカーボンフットプリント(図4)、つまりCO2の見える
化です。CO2は目には見えませんが、これをデジタル技術で
追跡できれば、定量的に捕捉することも可能になる。そう
なれば、サプライチェーンを通して、ある商品が消費者の手

(図2)DXによるエネルギー利用最適化
出典：Hitachi Social Innovation Forum 2021 エキスパートセッション発表資料

つまり、いくつもの制約条件が課せられた複雑な最適化問題
を解く必要があるわけです。現状はまだ安定供給といった
制約条件も含めて精緻化が必要で、日立東大ラボでも引き
続き議論を重ねていく必要があります。
その議論のベースとなるのが、定量的な試算でしょう。カー
ボンニュートラルの実現に際し、すべてを再エネで賄うこと
が環境負荷やコスト面で最適なのか、あるいは原子力を活用
することでどの程度CO2やコストが抑えられるのか、あるい
は安定供給のために何が必要なのかといったことを、定量的
に洗い出して、将来の予測に役立てていくことが重要になる
と思います。

■ 需要家の参加に向けたプラットフォームとサービス
の構築を

山田：再エネを増やしていくうえでの課題についてはいかが
でしょうか？

大橋：現状は、太陽光発電も風力発電も天候の影響を大きく
受けますので、発電量が少ないときには、火力などの別の電源
で賄うか、需要を落とさなければなりません。しかしこれも、
蓄電池やヒートポンプの活用、さらには直流送電などの技術
開発を進めることや、スマートメータの積極的な活用でかなり
の部分を乗り越えられると思っています。

山田：おっしゃるように、発電機の種類によって特性がちがう
わけで、それを踏まえたうえで、全体のシステムとしてどう
最適化できるかが、次の大きな課題ですね。そこで必要と
なるのが、地域社会に分散する各種のリソースを、エネルギー
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に届くまでにどれくらいCO2を排出するのかといったことが
見えるようになります。消費者側も、数ある商品の中から、
よりCO2の排出が少ない製品を選ぶことができるようになる
わけですね。
そういった意味では、まだまだカーボンニュートラルに向けた
サービスやそれを支えるための技術が追いついていないと
言えます。事業者がサービスの提供を通じて、需要家サイドの
マインドを動かしていくことも重要なのではないでしょうか。

山田：私どもも、見える化というのは非常に大切だと思って
います。CO2削減のための努力が定量的に見えることが
きわめて重要で、すでにCO2排出量の見える化サービスの
提供もスタートしています。ただし、ツールだけを提供しても
長続きしませんので、継続のモチベーションにつながるような、
何らかのインセンティブを設計していかなければなりません。

そこはぜひ、サービスを得意とするパートナーとともに、協創
によって実現していきたいと考えています。

■ トランスフォーメーションにはデジタル技術の活用
が重要

山田：エネルギーの分野で、協調・制御プラットフォームの
整備やアグリゲート・ビジネスが進展していくと、これまで
の産業のあり方はどのように変わっていくと思われますか？

大橋：カーボンニュートラルへの取り組みの中で、企業の
グリーン・トランスフォーメーション（GX）が加速していくと、
従来の業界ごとの縦割構造ではなく、産業のレイヤー（階層
的）化とも言うべき、横につながる構造へとシフトしていくこと
になるのではないでしょうか。合成燃料や水素といった燃料

(図3)「協調・制御プラットフォーム」
出典：日立東大ラボ産業協創フォーラム『第４回 Society5.0 を支えるエネルギーシステムの実現に向けて』
提言書第 4 版

(図4)【データ利活用によるカーボン見える化と消費者による選択】
出典：日立東大ラボ産業協創フォーラム『第４回 Society5.0 を支えるエネルギーシステムの実現に向けて』
大橋弘発表資料「持続可能な社会・産業とカーボンニュートラルを協調させる制度・政策」
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を産業別に調達するよりは、コンビナートを中心にして業界
横断で調達したほうが効率的でしょうし、またCO2の回収や
有効利用も同様に産業を横断して行うのがよいでしょう。
このようにＧＸを起点として、わが国の産業のバリューチェーン
も従来の姿とはちがってくると考えられます。
日立東大ラボでは、当初、電力を中心とするエネルギーの議
論からスタートしたわけですが、議論の核をカーボンニュー
トラルへと移すなかで、エネルギー全体へ、さらには各産業
のバリューチェーンにまで議論を拡大してきました。という
のも、たとえば、水素発電やアンモニア発電を実現するため
には、既存の施設を置き換えたり、新たに発電施設をつくっ
たりするだけではなく、原料の調達の際に必要となる化学コ
ンビナートの再編なども必要となってくるためです。
今後、CO2を回収して、最終的に地中に埋めるCCS（Carbon 
dioxide Capture and Storage＝二酸化炭素回収・貯留）
技術が確立され、実際に運用されるようになれば、これまで
存在しなかった新しいバリューチェーンを構築する必要も出
てきます。つまり、これまで連携し得なかったような企業が、
分野を超えてさまざまにつながり、新しい産業の姿を見せる
ようになるだろうと思います。
こうしたGXの動きに伴って、私たちの暮らしも変わっていく
でしょう。たとえば、いま、コンビニエンスストアでサンド
イッチを買うと、油脂をはじくフィルムで包んでありますよね。
ああいうものも、カーボンニュートラルに向かうためには、
なくした方がいいということになるかもしれない。近い将来、
買い出しに行くときには、エコバックだけでなく、タッパーを
持ち歩かなければならなくなるかもしれません。衛生面や
安全安心を確保していくことは大切ですが、ある程度は利便
性や効率性を犠牲にするという選択肢を選ばざるを得ない
事態もあり得るということです。こうしたカーボンニュートラル
が求める社会経済像を皆で共有しつつ、カーボンニュートラル
とともに経済社会活動を発展させていくための知恵を蓄積
していかなければなりません。

山田：そういった意味では、過去に何度か議論されましたが、
エネルギー利用の観点から、いまふたたび「サマータイム」
を導入するという議論があってもいいのかもしれませんね。
かつては抵抗勢力もあって実現しませんでしたが、当時とは
状況も大きく変わりました。実際、先進国の多くがサマー
タイムを採用しています。

大橋：変わるはずがないと思っていたものが変わることほど、
大きな意識変革につながるものはありませんからね。
いずれにせよ、エネルギーというのは国の根幹であり、雇用を
生み出す産業にも国民一人ひとりの生活にも非常に大きな
影響を与えるものです。それぞれの地域の経済や暮らしの
豊かさを守りながら、いかにエネルギーを生み出し、使っていく
のかと考えたときに、デジタルの力を借りない手はありません。
デジタルを使えば、従来のような画一的なエネルギーの利用
の仕方ではなく、いくつもの電源をうまく組み合わせながら、
エネルギーの使用形態に応じた効率的で多様な契約を考える
こともできる。複数の電源を自律的に制御できれば安定供給
を前提にした効率性や脱炭素をめざすことができ、それが
レジリエントな社会の実現にもつながることになります。
もちろんこうした将来像の前提には、それを支える仕組みや
制度の創設、新たなサービスの設計が求められます。サマー
タイムの導入もそうですが、皆が一斉に電気を使うような負荷
が集中する場面を減らし、デジタルの力も使いながら多様な
経済主体を包摂するような社会の姿をデザインしていくこと
ができれば、安定供給を前提としたカーボンニュートラルの
実現に近づいていくことができると信じています。もちろん
こうした将来像の前提には、それを支える仕組みや制度の
創設、新たなサービスの設計が求められます。サマータイム
の導入もそうですが、皆が一斉に電気を使うような負荷が集中
する場面を減らし、デジタルの力も使いながら多様な経済
主体を包摂するような社会の姿をデザインしていくことができ
れば、安定供給を前提としたカーボンニュートラルの実現に
近づいていくことができると信じています。
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